
元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞

【背 景】
・レアアース等の希少元素の供給を輸入に頼る我が国は、世界的な需要の急増や資源国の輸出管理政策により、深刻な供給
不足に直面。昨年以降、資源国による輸出枠の大幅削減により、価格が高騰。
※レアアース：希土類17元素の総称。ハイブリッド自動車のモーターに用いられる強力な磁石など、先端産業を支える部材に不可欠。

・東日本大震災を契機として、円高の進行にレアアース等の調達制約も加わり、供給網（サプライチェーン）の中核を担う素材・
部品分野等において、生産拠点を日本から海外に移転する動きが活発化しており、産業の空洞化が加速する恐れ。

【概 要】
・優れた成果を挙げつつある「元素戦略」を強化するため、卓越した洞察力とマネジメント能力を備えた代表研究者が
（ⅰ）電子論（ⅱ）材料創製（ⅲ）機能評価の3つのグループの若手研究者を結集した異分野協働研究拠点とそれを支える研究
ネットワークを形成し、国際競争の激しい物質・材料研究において強力な巻き返しを図る。※「元素戦略」：物質・材料の特性・機能を
決める元素の役割を解明し利用する観点から材料研究のパラダイムを変革し、新しい材料の創製につなげる研究（「元素戦略検討会報告書」）

・我が国の産業競争力に直結する①磁石材料②触媒・電池材料③電子材料④構造材料の4つの材料領域において、希少元素を
用いない全く新しい材料の開発を目指し、 先端の物理・化学理論を駆使して機能設計から部材試作までを一貫して実施。

・各学会及び産業界の有識者から構成される「元素戦略運営統括会議」を設置し、事業全体の運営を監督（指導、助言、評価等）。
・経済産業省との間で「ガバニングボード」を設置し、緊密な連携（成果展開、問題解決のための協力等）を確保するよう監督。

材料創製グループ
「電子論グループ」の
提案を取り入れつつ、
目的とする機能を

有する新材料の作製

電子論グループ

基礎科学に立脚した、
新機能・高機能な

材料の提案

解析評価グループ

新材料の特性の評価、
問題点の検討及び
更なる課題の提言

代 表 研 究 者

3つのグループ（歯車）
が一体的に推進

※代表研究者の下に各グループの若手研究者が結集し、
共同で研究活動を実施する異分野協働研究拠点を形成

各拠点における
体制図

元素戦略運営統括会議

平成24年度予算額：2,250百万円（新規）

【事業内容】
・材料領域：①磁石材料②触媒・電池材料

③電子材料④構造材料
・研究体制：材料領域毎に、拠点とそれを

支える研究ネットワークで構成
・事業期間：10年
・支援額 ：約7億円×3拠点（①②③）

約1.5億円×1拠点（④）
ハイブリッド自動車（現行）
ジスプロシウムを用いたモーター用磁石を使用中

液晶テレビ（現行）
インジウム酸化物を用いた透明ディスプレーを使用中

試作材

試作材

成果例2：インジウムを用いない二酸化チタン系透明導電膜

成果例1：ジスプロシウムを用いない鉄・ネオジム・ボロン系磁石

実用化を
目指す

実用化を
目指す

【元素戦略の成果例】
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元素戦略運営統括会議の設置について 
 

平成２４年７月１９日 
文部科学省研究振興局長 

１．趣旨 
「元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞」（以下「事業」という。）の実施

に当たり、事業全体の運営について必要な検討を行うため、元素戦略運営統括

会議（以下「運営統括会議」という。）を設置する。 
なお、文部科学省は、運営統括会議の評価を、必要に応じて各材料領域に関

する毎年度の資源配分に反映する。 
 
２．検討事項 
（１）運営統括会議は、次に掲げる事項について検討を行う。 

① 事業全体の推進方策に関すること。 
② 各材料領域の共同研究組織（以下「共同研究組織」という。）における

運営方針・研究計画の確認及び活動の進捗と成果の評価に関すること。 
③ 新たな研究アプローチの導入や知的財産権の取得・活用など、共同研究

組織に対する必要な助言、指導に関すること。 
（２）運営統括会議の構成員は、運営統括会議への出席のほか、日頃から共同

研究組織の活動状況等の把握に努めるとともに、新たな研究アプローチの

導入等の面で積極的な支援に努める。 
 
３．構成及び運営 
（１）運営統括会議の構成員は、別紙１のとおりとする。 
（２）運営統括会議には主査を置き、構成員の中から研究振興局長が指名する。 
（３）運営統括会議における検討結果は、科学技術・学術審議会 研究計画・評

価分科会 ナノテクノロジー・材料科学技術委員会に報告される。 

（４）運営統括会議の議事の手続その他会議の運営に関し必要な事項は、主査

が運営統括会議に諮って別に定める。 
 
４．設置期間 
 平成２４年７月１９日から事業終了時まで 
 
５．庶務 
 運営統括会議の庶務は、文部科学省研究振興局基盤研究課ナノテクノロジー・材

料開発推進室が処理する。 
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 別紙１ 

 

 

 

元素戦略運営統括会議構成員名簿 

 

 

 

主査  村井 眞二 奈良先端科学技術大学院大学 理事・副学長 

  澤岡 昭 大同大学 学長 

長我部 信行 株式会社日立製作所中央研究所 所長 

 鈴木 茂樹 トヨタ自動車株式会社 常務執行役員 

田中 一宜  独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略センター 上席フェロー 

玉尾 皓平 独立行政法人理化学研究所基幹研究所 所長 

福山 秀敏 東京理科大学 副学長 

前田 正史  東京大学生産技術研究所 教授 

三島 良直 東京工業大学 理事・副学長 
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